
別紙様式第二十九号（第三百二十六条第一項、第三百三十四条第一項関係）（平29内府令55・追加、令元内府令14・令2内府令35・令2内府令75・一部改正） （日本産業規格A4） （第1面） 年月日 財務（支）局長殿 申請者（郵便番号） 住所又は所在地 電話番号（）― 商号又は名称 氏名 （法人であるときは、代表者の役職氏名） 登録申請書 金融商品取引法第66条の51の規定により同法第66条の50の登録を申請しま す。 この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 （注意事項） 氏を改めた者においては、旧氏及び名を、氏名を記載する欄に括弧書で併せて記載することができる。 （第2面） 財務（支）局長（高速）第号 ＊登録番号 （年月日） 1法人・個人の別法人個人 （ふりがな） 2商号又は名称 （ふりがな） 3氏名 4法人であるときは、資本金の額 別添1のとおり 又は出資の総額 5法人であるときは、役員の氏名 別添2のとおり 又は名称 6国内における代表者又は国内に おける代理人の氏名、商号又は別添3のとおり 名称 7主たる営業所又は事務所（外国 法人又は外国に住所を有する個 人にあっては、主たる営業所又 別添4のとおり は事務所及び国内における主た る営業所又は事務所）の名称及 び所在地 8高速取引行為に係る業務を行う 営業所又は事務所の名称及び所別添5のとおり 在地 9他に行っている事業の種類別添6のとおり （注意事項） 1「＊登録番号」欄には、記載しないこと。 2「1法人・個人の別」欄は、該当するものに〇印を付けること。 3「2商号又は名称」欄及び「3氏名」欄 法人は商号又は名称を「2商号又は名称」欄に記載し、個人は氏名を「3氏名」欄に記載すること。 個人は「2商号又は名称」欄に、商号登記をしている場合はその商号を、商号登記をしていない場合は屋号等の名称を記載することができる。 外国人においては、住民票等に記載された通称がある場合は、「3氏名」欄に括弧書で併せて記載することができる。 氏を改めた者においては、旧氏及び名を「3氏名」欄に括弧書で併せて記載することができる。 （第3面） （別添1：資本金の額又は出資の総額） 商号、名称又は氏名 資本金の額又は出資の総額年月日 年月日現在 （注意事項） 外貨建ての場合は、当該金額を本邦通貨に換算した金額及びその換算に用いた標準を付記すること。 （第4面） （別添2：役員の氏名又は名称） 商号、名称又は氏名 （年月日現在） （ふりがな） 役職名 氏名又は名称 （注意事項） 1外国法人にあっては、国内における代表者について、本表に記載する必要はないが、別添3「国内における代表者又は国内における代理人の氏名、商号又は名称」に記載すること。 2氏を改めた者においては、旧氏及び名を「氏名又は名称」欄に括弧書で併せて記載することができる。 （第5面） （別添3：国内における代表者又は国内における代理人の氏名、商号又は名称） 商号、名称又は氏名 （年月日現在） （ふりがな） 役職名 氏名、商号又は名称 （注意事項） 1外国法人である場合には国内における代表者又は国内における代理人について、外国に住所を有する個人である場合には国内における代理人について記載すること。 2「役職名」欄は国内における代表者又は国内における代理人である旨をそれぞれ記載すること。 3氏を改めた者においては、旧氏及び名を「氏名、商号又は名称」欄に括弧書で併せて記載することができる。 （第6面） （別添4：主たる営業所又は事務所（外国法人又は外国に住所を有する個人にあっては、主たる営業所又は事務所及び国内における主たる営業所又は事務所）の名称及び所在地） 商号、名称又は氏名 （年月日現在） 名称所在地 （注意事項） 外国法人又は外国に住所を有する個人にあっては、主たる営業所又は事務所を最初に記載し、国内における主たる営業所又は事務所がある場合には、その次に記載すること。 （第7面） （別添5：高速取引行為に係る業務を行う営業所又は事務所の名称及び所在地） 商号、名称又は氏名 （年月日現在） 名称所在地 （注意事項） 高速取引行為に係る業務を行う営業所又は事務所ごとに記載すること。 （第8面） （別添6：他に行っている事業の種類） 商号、名称又は氏名 （年月日現在） 他に行っている事業の種類 







 


